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さらに内燃機関の発明により建設機械は大幅に発展

し今日に至っている。

この間，社会環境も大きく変わってきた。活動範囲

も全世界へとグローバルに展開されてきている。また，

機械も目的とする機能だけでなく，安全性や環境への

配慮がますます要求されるようになった。これは建設

機械の規制・規格についても同様であり，一地域の規

制・規格からグローバルな規制・規格へと展開されつ

つあるし，環境や安全に関する規制・規格が整備され

てきた。

環境や製品安全に関する建設機械の規制・規格につ

いて，歴史を紐解きながら現状を考察してみる。

2．規制と規格について

（1）規制（Regulation）と規格（Standard）との違

いについて

建設機械の規制・規格を述べる前に，規制と規格の

違いについて考えてみる。

規制とは，「予測される悪い事態に備えて，なにか

を制限すること」，これは言うまでもなく，法的に強

制力がある。規制の表現は，「Aは Bでなければなら

ない」となっている。

これに対して規格は，STANDARD-標準であり，

強制力はないが，「Aは，Xの試験を実施し，その結

果 B でなければならない。X の試験では，Y を使用

し，Zの条件で実施のこと」と条件と基準値を規定し

1．はじめに

人類は道具を使うことによって生活を向上し文明を

発展させてきた。原始時代における道具の発明から始

まり，産業革命期には道具から機械へと発展した。も

ともと，機械は生活を向上させるための道具であり，

その目的とする機能が第一に求められ，文明を発展さ

せた。土木や建築作業を効率よく行うための機械とし

て建設機械は発展した。

建設機械の歴史を調べてみると，16 世紀頃，建設機

械が考案され，18 世紀末になると浚渫機械の動力とし

てスチームエンジンが利用された。19 世紀に入り小

型高圧力の蒸気機関が開発されると，陸上建設機械へ

応用され，蒸気クレーン，蒸気掘削機等が使用された。

建設機械に関する規制・規格で特に注力すべき環境や安全の規制・規格について，歴史を紐解きながら，
グローバル化と安全性向上の姿を考察する。環境については，排気ガスと騒音についてグローバル化の実
態とその必要性について述べる。安全については，欧州から発信されたリスクアセスメントの考え方が日
本の労働安全衛生法にも「機械の包括的な安全基準に関する指針」として取り込まれた。また，建設機械
の安全規格は ISO TC127 で審議・制定された ISO規格が，TBT協定のもと，JIS 化されている。最近は，
日本発信の安全規格の ISO規格化に取り組んでいる。その事例についても述べる。
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建設機械の規制・規格のグローバル化と安全性の向上
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ている。規格が規制に取り込まれると，規制の一部と

して取り扱われる。例えば，日本の労働安全衛生法と

車両系建設機械の構造規格（図― 1），アメリカでは

OSHA の規制と SAE 規格，欧州では EC 指令と EN

規格，などが該当する。

規制と規格は必ずしも対応しているわけではない。

規制があって規格がない，またはその逆の場合もある。

ただ，規格があって規制がない場合，規格を無視して

よいかというと，そうではない。法的に責任を問われ

るおそれは少ないが，民事的問題として，また，PL

問題になると，競合機が守っているのに，自社の機械

が守っていない場合は，不利な立場に立たされるおそ

れがある。

（2）規格の動向

近年の経済のグローバル化によって世界の市場が一

体化しつつある産業構造下では，国際標準は従来とは

次元が異なる重要な意味を持つことになった。特に，

WTO（世界貿易機関）の発足と加盟国に義務付けら

れたTBT協定（貿易の技術的障害に関する協定）で，

WTO加盟国が自国内で新たな規格を策定する際は関

連する国際規格が既存の場合は新規格の基礎に用いる

ことが義務付けられ，国際標準の「優先性」，「優位性」

が確立された。

その一方で，世界的な流れとして 2つの両極端の動

きがある。一つは上記の背景を受け，「国家規格の国

際化（ISO 規格の取り入れ）」であり，もう一つは，

「認証制度の整備（認証基準の制定←独自の国家規格

の作成）」の動きである。

前者「国家規格の国際化」は日米をはじめとして，

多くの国で推進されている。EU は，EN 規格を作成

する CEN（欧州標準化委員会）と ISO とで相互に協

力するウィーン協定に基づき，ISO規格を採用してい

る。また，ISO 土工機械専門委員会（TC127）では，

ロシア，ブラジル，中国，最近になってインドも P

メンバー（規格作成に積極的に参加し，規格案に対す

る投票の義務を負う）として参加し，それぞれの国家

規格協会で，ISO規格採用を進めている。

後者「認証制度の整備（認証基準の制定←独自の国

家規格の作成）」は発展途上国に多くみられ，製品を販

売する際に，主に安全性が基準レベルにあることを認

証する目的で，独自の安全規格を作成する動きである。

安全性に関する限り，人間の尊厳の面からも世界的

に同じ基準であるべき，というのが素直な考え方だと

思う。また，メーカにとっても世界中で同じ仕様の機

械が販売できるにこしたことはない。似て非なる規格

ができると認証を受ける際に大きな負担になりかねな

い。もちろん，現存規格以上の安全性を要求する規格

には敬意をはらい，適合努力を怠ることはあってはな

らないが，その前に，世界的に認められている最低レ

ベルの安全性を確保する（ISO規格に適合する）のが，

認証を行う国にとっても，実現性が高いと考える。特

にそれらの国のメーカにとっては，国外に市場を求め

る際に不可欠となっている。

また，安全規制体制の世界的な潮流としては，図―

2に示すように，無規制→強制認証→規制緩和→自己

責任の流れとなり，市場が安全性を監視することにな

ると思われる。

（3）安全規制の動向

おそらく初の事故防止規定と見られる文書は，旧約

聖書 申命記（モーセ第 5書）22 章 8 節にある「新し

い家を建てる時は，屋根に欄干を設けなければならな

い。それは人が屋根から落ちて，血のとがをあなたの

図― 1 労働安全衛生法　関連規定事項

図― 2 安全規制体制の世界的な潮流
出典：欧米における製品安全体系とそのマインド



家に帰することのないようにするためである。」の記

載である。

この典型的な聖書の短文中には，労働災害や製品安

全にとって意義あることが表現されている。つまり，

仕事，傷害のリスク，ここから導かれる社会的結論と

事故防止方策である。この事故防止規定は，別の詳細

な規定に発展し，今日もなお生きている。

昨年（2007 年），「機械の包括的な安全基準に関す

る指針」が厚生労働省より通達され，リスクアセスメ

ント（指針の用語では「危険性又は有害性等の調査」）

を製品安全や労働安全に適用するよう求めた。

リスクアセスメントは，この指針より以前に

ISO12100（機械類の安全性）や ISO14121（リスクア

セスメントの原則）で国際規格として発行された基本

安全規格（A 規格）であり，今回の指針は，その適

用を労働安全まで含めて適用するようにした。このリ

スクアセスメントの考えは 1989 年に発行された EU

機械指令（89 / 3 9 2 /EEC，その後 98 / 3 7 /EC ,

2006/42/EC として改訂：Machinery Directive）にも

すでに反映されていた。

このような経緯を見ると，安全規制・規格について

も欧米から生まれた考え方が国際規格となり，グロー

バル展開されていると言える（図― 3）。

（4）安全に対する考え方の変化

「製品安全」は時代とともに，その時代の技術水準

（the state of the art）を反映しつつ，より安全な製

品が求められるなかで進歩してきた。それは機械の歴

史を見れば良く分かる。1967 年頃，弊社は米国の会

社（ビザイラス･エリー社）からの技術提携で 20-H

という 20 t クラスの油圧ショベルを開発した。現在

は PC200-8 に至っているが，両車を「製品安全」の

観点で比較すると，その安全性向上の進み具合が良く

分かる（写真― 2）。

図― 4に示すように，「視界性」「昇降性」「操作性」

「輸送性」「走行性」「旋回時の安全」の安全面すべて

の面において安全性はずいぶん向上している。正に，

安全は時代とともに進展している。

リスクアセスメントのグローバル展開に伴い，日本の

安全に対する考え方も欧米の考え方に移行しつつある。
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図― 3 機械の包括的な安全基準に関する指針と関連する規制・規格

写真― 2 油圧ショベルの昔と今（20H，PC200-8）
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図― 5に，「安全に対する日本（従来）と欧米の考

え方の違い」をまとめているが，「災害ゼロ」から

「危険ゼロ」の考え方に移りつつある。

これまで事故がなかったから安全であるというので

はなく，また，はじめて気がついて安全対策をするの

ではなく，前もって事前に安全な機械を作っておくこ

とが必要である。ここで注意することは安全といって

もリスクは常に残っているものであり（残留リスク），

絶対安全を言っているのではない。

そのためには，安全に対してコストをかけ，それを

使用者としても受け入れることが必要である。日本の

安全の考え方は，今その過渡期にあると思う。

（5）安全規格の種類・階層

安全性については，安全に関する規格のガイドライ

ンとして ISO/IEC Guide51 が 1991 年に制定され，安

全規格の構築に当たってピラミッド構造（図― 6）で

構成することが示された。

・基本安全規格（A規格）：広範な製品，プロセス及

びサービスに適用可能な一般安全面に関して基本概

念，原則及び要求事項を構成する。

・グループ安全規格（B規格）：類似の製品，プロセ

スもしくはサービス群に適用可能な安全面で構成さ

れる。可能な限り基本安全規格を参照する。

・製品安全規格（C規格）：特定の製品，プロセスも

しくはサービス群に適用可能な安全面で構成され

る。可能な限り基本安全規格及びグループ安全規格

を参照する。

すなわち，安全規格は，あらゆる機械類に適用でき

る基本安全規格（A規格），広範な機械類に適用でき

るグループ安全規格（B規格），個別機械に適用され

る製品安全規格（C規格）で構成される。

3．建設機械の規制・規格について

建設機械に関わる規制・規格としては環境と製品安

全に関するものが主であり，以下考察する。

（1）環境に関する規制

建機の環境に関する主要な規制として，排気ガス規

制，騒音規制について取り上げる。

a）排気ガス規制（図― 7, 8）

大気汚染防止に対する規制としては，大気の汚染が

次第に深刻になり始めた 1955 年に米国で制定された

The Air Pollution Control Act（大気汚染防止法），

そしてエンジンから排出されるガスについての規制は

1963 年制定の Clean Air Act（大気浄化法）が最初で

あろう。

排気ガス規制で思い起こすのは，1970 年に米国で

施行された自動車の排気ガス規制法，通称「マスキー

法」である。排出ガス中の有害物質である CO（一酸

図― 4 安全性の向上（20H vs PC200-8）

図― 5 安全に対する日本と欧米の考え方の違い

図― 6 国際安全規格の階層化構成



化炭素），HC（炭化水素），NOx（窒素酸化物）を 75

年～ 76 年型モデルから 70 ～ 71 年型の 10 分の 1にす

ることを義務付けたこの法律は，あまりの厳しさから

「絵に描いたモチで終わるのではないか」と言われた

程で，業界では達成不可能とする声が大半であった。

この規制をホンダ技研工業の CVCC エンジンが達成

し，低燃費・低公害車として高い評価を受け，日米で

大ヒットを記録した。このエンジンは排気ガス規制が

技術開発を促進した金字塔として世間の注目を集め

た。

大気汚染防止に関する規制も，工場のばい煙規制か

ら始まり，自動車の排気ガス規制へと展開された。そ

して建設機械の排気ガスについても，建設機械による

排出量の占める割合が，看過できない水準に達してき

たことから，建設機械の排気ガス規制へと拡大してき

た。

建設機械の大多数の機種ではディーゼルエンジンが

使用されているが，一般的に言われているように，デ

ィーゼルエンジンから排出される，NOx（窒素酸化

物），PM（浮遊粒子）は，ガソリンエンジンに比較

して多いのも事実であり，排気ガス規制はこれらの排

気ガス成分を段階的に減らすために設けられている。

建設機械の排気ガス規制は，1996 年に Tier1 規制

が米国で開始され Tier2 規制（第 2 次規制），Tier3

規制（第 3 次規制）を経て，現在 2011 年の Tier4 規

制実施を目前にしている。

日本での規制制定の経緯は，1991 年より旧建設省

排出ガス対策型建設機械の指定制度が開始され 1996

年（トンネル工事対象，明かり工事は 1997 年）から

は旧建設省が発注する工事には指定に適合した建設機

械を使用する原則が打ち出された。その後，第 2次指

定制度が 2003 年に実施され，指定の基準も米国 EPA

の Tier2，欧州の Stage Ⅱとほぼ整合するレベルとな

った。
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図― 7 各国の排気ガス規制

図― 8 排気ガス規制値の変遷

図― 9 主要国排気ガス規制の推移
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規制としては，通称オフロード法（特定特殊自動車

排出ガスの規制等に関する法律）が 2006 年から施行

され，EPA Tier3 に近いレベルの基準となった。し

かし，欧米の規制が原動機の規制となっているのに対

し，日本では原動機だけでなく車両の技術基準が求め

られており，原動機を無負荷の状態から急加速する際

に発生する黒煙を規制する FA（フリーアクセル）黒

煙規制については，日本独自の基準として規定された。

規制内容も統一の方向で動いているものの，未だ，

欧州，米国，日本と 3通りの規制があり，一ヶ所で認

証を受けたエンジンが他の国で認められる状況にはな

っていない。また測定方法，基準値，適用年度等，規

制のためのルールの違いもある。これらが統一されれ

ば，メーカとしては認証のためのテストも一回で済む

し，各国毎での別の認証の必要性もなくなり，共通の

商品を出荷できるので価格も安くすることができる。

規制・規格の国際間の整合化の動きの中で，排気ガス

規制は特に今後一層の整合化，グローバル化が望まれ

ているところである（図― 9）。

b）騒音規制

日本の騒音・振動規制としては，1968 年に騒音規

制法，及び 1976 年に振動規制法が制定され生活環境

を保全すべき地域の騒音・振動が規制された。環境省

の環境白書によれば，公害の中で騒音に関する苦情件

数は常に上位にあり，その内訳では建設作業騒音は工

場・事業所騒音についで第 2位を占めている。このよ

うな騒音公害を防止するために，建設機械に対しては，

1976 年に「建設工事に伴う騒音振動対策技術指針」

が策定され，機種毎，出力毎に騒音または振動の基準

値を定め，基準値を満足した建設機械を「低騒音型建

設機械」（1983 年指定開始）または「低振動型建設機

械」（1996 年指定開始）として型式指定し，旧建設省

の直轄工事での使用が義務付けられた。

また，1997 年には「低騒音型・低振動型建設機械

の指定に関する規定」が施行され，騒音基準値を騒音

規制法と整合させる，測定方法を国際規格と合わせる

等「低騒音型建設機械」の指定基準が全面改正された。

これにより，測定方法も定置騒音からダイナミック騒

音へと変更された（図― 10, 11）。

一方，海外での主要国の規制の状況を 1975 年頃の

断面で整理した結果を図― 12に示す。この図で見る

とおり，米国，西独，フランス，豪州，それぞれの国

毎に測定方法や基準値が異なり，メーカとしては国毎

の規制に対応せざるを得なく，多くの無駄を余儀なく

した。

このような背景も含め，EU 騒音規制は図― 13に

示す通り実作業時の基準値を規制することとなり，測

定方法は国際規格（ISO 6395: 2008）に準拠すること

となった。しかし，規制値については，日本の「低騒

図― 10 騒音測定位置（イメージ）

図― 11 1997 年指定制度による騒音測定方法の変更（油圧ショベル） 図― 12 各国の騒音規制（1975 年時点）



音型建設機械指定制度」とは機械の出力区分や基準値

を含め細かなルールの違いもあり，まだ認証が統一さ

れるところまでは進んでいない（図― 14）。

騒音規制も排気ガス規制と同様，今後一層の整合化，

グローバル化が望まれているところである。

（2）安全に関する規制・規格

建設機械の安全に関する主たる規制・規格につい

て，図― 15に示す。安全規制・規格の動向や考え方

については先に述べた通りであり，リスクアセスメン

トは欧州から発信された。欧州では，リスクアセスメ

ントの考えた方に基づいて，EU指令のひとつ，機械

指令（Machinery Directive : 89/392/EEC）が 1989

年に制定され，機械指令の整合規格として，土工機械

の規格（C規格） EN474 が 1994 年に発行された。

建設機械の安全規格はこの EN474 をベースに展開

され，日本では，日本の事情を加味して JIS A8340

として 2004 年に発行された。国際規格化としては，

ISO/FDIS 20474 として審議中であり，現在規格発行

の最終段階に来ている。この規格は欧州規格 CEN が

ベースであることから，国際規格化に当たって，欧州

からは何も付け加えられることはなかったが，米国，

日本はそれぞれ，国の規制から，EN474 の内容と異

なる基準を持ち寄った。

日本からは，先行して JIS 化された土工機械安全 C

規格 JIS A8340 や安全標識の業界規格（JCMA規格），

そして，日本では禁止されている油圧ショベルによる

吊り作業の条文も付け加えられ検討された。

特筆すべきは，ISO/FDIS 20474 の中に第 14 部

「地域要求情報」として，日・米・豪の地域要求事項

が付け加えられることになったが，同時に，EU特有

の地域要求（例：騒音，振動等）があることを EU各

建設の施工企画　’08. 720

図― 13 騒音規制の経緯

図― 14 日本，米国，EUの騒音規制
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国が認め，この中に EUの地域要求も同列に含めたこ

とである。

異なった基準が一つの基準に混在することになる

が，第一段階では，各国の安全規格を一つの規格に入れ

て，その地域を明確にしておき，第二段階で整合作業

を進めるという合意のもと，規格化が進められている。

建設機械の ISO規格は，ISO（国際標準化機構）の

分野別の専門委員会（TC: Technical Committee）の

一つである TC127（土工機械の専門委員会）で審議

され，規格の制定・改廃が行われている。安全規格に

ついてはTCの中の分科会（SC: Sub Committee）の

一つである SC2（第二分科会）で規格作業が進めら

れている。ISO の TC127 SC2 で規格化されている主

要な安全規格を図― 16 に示す。この規格の大半は

TBT協定のもと，図に示すように JIS 化されている。

これらの安全規格は欧米から提案されたものがほとん

どである。

日本が提案した安全規格として「油圧ショベルの

ROPS（転倒時保護構造物）規格」がある。ブルドー

ザやホイールローダ等の建設機械については，以前か

ら ISO 規格（ISO 3471）があったが，油圧ショベル

は大きな作業機を装着していることから，横転（Tip-

over）の恐れはあるが，転倒（Roll-over）の恐れは少

ないとされROPS 規格は適用されなかった。

油圧ショベルについての国内での転倒事故調査報告

を調べてみると 1991 年から 1995 年の 5年間に年間約

30 人が死亡していることが分かった。このため，

2003 年 3 月に日本建設機械化協会規格 JCMAS H018

を制定した。これに続き，日本のワーキンググループ

は ISO の場で油圧ショベルの ROPS の規格化を提案

し承認された。

ISO12117 は 6 トン未満の油圧ショベルの TOPS

（横転時保護構造物）の試験方法と性能要件を規定し

ているが，6 トン以上の油圧ショベルについて，

ROPS の試験方法と性能要件を規定することを日本か

ら提案し，ISO/FDIS 12117（最終投票のための草案）

として現在規格化の最終段階にあり，2008 年中には

発行の見通しである。

この規格原案の作成に当たり，転倒実験とコンピュ

ータ解析（CAE）でのシミュレーションを重ね，技

術的に説得力ある裏付けをした。この作業は日本のワ

ーキンググループメンバーを中心に，業界一丸となっ

て取り組まれた。日本として，国際規格への発信を標

榜しているなか，この規格の ISO 化は日本提案の

ISOとして日本の地位を大きく高めた。

図― 15 建設機械の安全に関する主な規制・規格



今後，規制・規格がグローバル化していく動きのな

かで，この活動事例を一つのトリガーとして，益々日

本の標準化活動が国際標準として認められていくこと

が望まれる。

4．おわりに

規制・規格がグローバル化するなかで，同じ規則・

基準で対応できれば，機械を作るメーカにとっては非

常に効率的であり，望む姿である。しかし，何事にお

いても画一化することには，一方でそぐわない点も出

てくるものである。今迄，各国各地域で培われてきた

文化もその一つだと思う。衣，食，住などの日常生活

に関わる慣習や習俗，さらにそれを支える芸能，道徳，

宗教，政治，経済といった社会構造まで，文化の幅は

広い。

機械に安全装置を織込む時に，機械の使われ方が同

じ場合，その使われ方での大きなリスクが存在するな

ら，各国同じ安全装置を装着すべきと思う。しかし，

安全に対する文化レベル，その安全装置を受容する経

済レベルを考慮しないと，安全な装置を装着した機械

を市場導入しても市場に受け入れられないことも多

い。又，一方，安全に対する文化レベルも時代ととも

に変化するものである。逆説的ではあるが，この点から

も規制・規格のグローバル化を進めることにより安全

に対する文化レベルの向上に貢献したいものである。
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図― 16 ISO TC127 SC2 で規格化されている主要な安全規格
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